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結びと要約

1.課題の設定

「農産物の需要と生産の長期見通しJ(平成12年見通し，平成2年 1月閣議決定〉をは

じめとして，個別農産物の将来の需給をマクロ経済フレーム(個人消費の伸び率等〉を前

提に予測することは，行政部局をはじめとして各方面でしばしば行なわれている。その方

法は，主として単一方程式もしくは連立方程式モデルによるもので，その精度は別として，

方法論としてはほぼ確立しているようにみえる。こうした方法で行なわれる需給予測は，

「食料需給表」をその基礎データとし個別農産物の将来の園内生産量，輸入量，総消費量

〈園内消費仕向量〉および1人当たり消費量c1人当たり供給純食料〉などを予測するも

のであり，通常の場合，生鮮農畜水産物換算による重量ベースによるものが大部分である。

しかしながら，生鮮食料品を消費者が直接購入し家庭で調理する割合は，品目にもよる

が，それほど大きくなく，またその割合は「食の外部化」の進行を反映して最近急速に低

下してきている。こうした状況のもとで、は，ただ単に生鮮換算の消費量を予測しただけで

は，農産物の需要見通しとしては具体性を欠くことになる。生鮮品としての用途，加工食

品の原料としての用途また外食産業向げの用途をそれぞれ別々に予測し，それらを生鮮換

算して合計消費量を求めるのであれば問題はない。しかし， こうしたアプローチが採られ

ることは少ない。その理由は，加工食品向け，外食産業向けといった用途別消費量のデー

タが充分に揃わないことにある。例えば，加工食品はかなり多種類で，かつ品目の消長が

激しく，予測の用に耐える時系列データの整備は絶望的とならざるを得ない場合が多い。

まして外食産業向けの原料農産物使用量などのデータが時系列的に整備されていることは

ほとんどない。したがって農産物の需給予測を具体化しようとすればするほど，充分にデ

ータのない世界に入り込まねばならないとL、う矛盾をかかえている(1)。

こうした問題点を解消するために，基礎データの充実とともに，農産物需要を何等かの

方法で，いくつかの用途に分割する方法論を検討することも必要であろう。この場合あま
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り機械的にならず，かといって予測された本来の需給フレームとかけ離れてしまっては意

味がない。しかも農産物の需給予測は特定の l品目だけについて行なわれることは少なし

複数の品目について相互の関連(生産・需要両面にわたる補完・代替関係など〕を保って

行なわれるのが普通である。したがって，複数の品目の需給フレームと整合的なものとす

る必要がある。以上のような要請を満たす農産物需給予測のための方法論は，まだ充分な

ものがないと言ってよいであろう。

そこで，本稿ではこうした要請をある程度満足する 1つの方法を提案する。その方法と

は，農産物需給フレームを産業連関表と結合させ，両者一体化した産業連関モデルとして

解く方法である。詳しいモデルは後述するとして， この方法によって得られる利点をいく

つか挙げてみよう。

第uこ，すでに述べたことの繰り返しになるが，個別農産物の総需要を食品産業などの

原材料として購入される部分(中間需要〉と家計消費など(最終需要〉に分割することが

出来る。したがって需要見通しにより具体性が得られることになる。第2に，農産物の主

要な需要先である食品産業の生産・需要の伸びを同時に予測することが出来る。第 3に，

農産物需給フレームで与えられる農業生産の伸びに対応する生産資材産業等の関連産業の

生産の伸びも同時に予測することが出来る。

以上のように農産物を巡る関連産業も含めた食料の需要・供給システムの予測という観

点、から，本稿では予測された「農産物の需給フレーム」を所与として， これを巡る関連産

業の生産の伸びを求める「結合された産業連関モデル」を提案する。このモデルの詳細は，

2.で展開することとする。さらに 3. でこのモデルの具体的計測事例として，平成2年

1月に閣議決定された「農産物の需要と生産の長期見通し(平成 12年，西暦2000年見通

し)Jに基づく，関連産業の姿を予測してみる。もちろん，本稿で予測する関連産業の将

来見通しは，ただ単に本稿で提示したモデルの機械的な計測事例に過ぎず，さしたる根拠

のないものであることをお断りしておく。現実的な関連産業を含む将来見通しを行なうこ

とは，それほど簡単ではない。本稿で提示する結果は，そうした困難な問題に対する lつ

の「タタキ台」である。この方法によって提示された予測値を，追加的な情報によって修

正するなどの方法をとれば，より現実的な予測値を得ることが出来るであろう。

2. モデル

本節では，1.で‘述べた目的を満たすべく，農産物需給フレームと結合された産業関連モ

デルを提示する。本稿で、示すモデルは，吉田 (3)で・示されたモデルの応用で、ある。吉田

(3)で‘示されたモデルは，特定の産業について「生産」のみを外生化したモデルであっ
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7こ。本稿で示すモテツレは， r生産」と「需要合計」をともに外生化する点で異なっている。

1) まず所与となる農産物需給フレームは，次の形で与えられるものとする。

個別農産物別に生産量 {Xd，総需要量 {Dk}が基準年 (t)と目標年 (T)について，食

料需給表ベースで与えられるものと仮定する。即ち，

国内生産量 {Xk(t)， Xk(T)} 

総需要量 {Dk(tl，Dk(T)}， k-l...k 

がともに物量ベースで与えられる。

これから，それぞれの伸び率が求まる。

Xk=Xk(Tl/Xk(t) 

ρk=Dk(T)/Dk(t) 

これにより目標年の対応する産業連関表の行部門の国内生産額五〈ベ需要合計額Dt(Tl

を次のように決める(2)。

X，(T】=X/t)*Xk

D，(T)=D，(t)*Dk 

したがって，目標年の輸入額 M，cT) は，次のようになる(3)。

MジTl=D，<Tl_X，<Tl 

このようにして農産物需給フレームから国内生産額，需要合計額，輸入額が決まる部門

を，仮に「外生産業」部門と呼ぶ。

2) これ以外の産業部門を「その他産業」部門とし， iその他産業」部門については，

最終需要項目を農産物需給フレームの基礎となったマクロ経済フレームの伸び率によって

(消費，投資等需要項目別に〕目標年まで外挿し，目標年次 (T) の最終需要額を定める。

3) これらを組み合わせて産業連関モデルを解く。解法は次の通り。

一般栓を失わずに「外生産業」部門を 1~ρ 部門主L， rその他産業」部門をρ+1--

π部門とする。通常の需給均衡式を

(1) [Iー(I一政)・A].X=(I一泊)・ Y+E とする。

ここで X:園内生産額ベクトノレ

Y:国内最終需要ベクトル

E:輸出ベクトル

A:投入係数行列

J段:輸入係数行列

1:単位行列

である。
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「外生産業」部門を添字Aで 1その他産業」部門を添字Bを付して表し，行列口一

(I一泊)・A]をDで表せば， (1)式は次のように書ける。

iDAA DAB寸 IX〓I(Iー必)A・YAl iEAl 
(2) “ 1 1“ 1=1 :~ -_.:_: -~_- 1+1 -=.--1 

LDBA DBBJ LXBJ L(I-2vI)B' YBJ . LEBJ 

XA は外生変数であり， (2)の下半分は

(3) DBA'X.+DBB・XB=(I一泊h'YB十EB

と書けるから，XB について解くと

(4) XB=DBB-1・[(I-.¥1h'YB+EB-DBA・XAJ

となる。

(4)式の右辺のうち，XA は外生変数，YB および EB は 2)で定められているから，

XBは求まる。即ち，目標年の産業別生産額 {X/T)}J_l…N がすべて求まる。

「その他産業」部門については，最終需要 {F.'T)}，εBは 2)で与えられ，中間需要

は全産業の生産額 {XJ山}を用いて，

:;8jaij' XJ'Tl 

として求められる。ただし aiJは投入係数である。

「外生産業」部門については，需要合計 {Di(T)}， εAは外生されており，中間需要は

上と同様に求められるから，最終需要が最後に求まることになる。すなわち，

(5) F;'Tl=D;'Tl_:;8，aij"Xげら tεA

なお， I外生産業」部門の最終需要内での需要項目別の配分は，基準年の需要項目別構

成比によって行なう。

以上の解法を模式図によって説明すると次の通り。要すれば， 目標年次Tの産業連関表

を確定すればよい。そこで，目標年次の産業連関表を模式的に示し(次の図)， これに基

づいて上に示した解法を)1原を追って説明してみよう。

この図において①~⑬がどのように決まってくるかを次に示す。

a. まず， 1外生産業」部門については，1)によってお(ベ D/Tl，M，(Tlが決まる。

(図の⑨，④，⑤〉これから，⑬が決まり，投入係数および付加価値率を乗じて①，

⑦，⑬が決まる。 (1外生産業」部門の縦はすべて決まる。〉

b_ 2)によって，⑨が決まる。

c. 3)の(4)式によって⑫が決まり，したがって⑮も決まる。

⑮が決まれば投入係数および付加価値率を乗じて，②，③，⑬が決まる。即ち， 1そ

の他産業」部門の縦はすべて決まる。
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最終需要 DMX

① ② ③ ④⑤  ⑥ 
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⑦ ⑧ ⑨ ⑬ ⑪ ⑫ 

s 

ただし，

⑬ ⑬ x 園内生産額
M 輸入額
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VA:付加価値額
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業
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以上の結果， rその他産業」部門については

⑬=⑦+③+⑨ 

⑪=⑬ー⑫

としてすべて決まり，

d. 

最後に「外生産業」部門の最終需要③が次のように決まる。

③=④ー(①+②〉

4) 以上のような方法で、解かれたモデルは，結局最終的な誤差を「外生産業」部門の最

終需要にシワ寄せすることになる。そこでこのモデルに内在する問題点を指摘しておこう。

最大の問題点は，目標年の投入係数 {a，，}をどのようにして作るかと言う点につきる。

現在もしくは最新年の投入係数を前提に将来の投入係数を予測する方法は， RAS法，

Lagrange未定乗数法などいくつかの方法が知られている。しかし，いずれの方法にも一

長一短があり，決定的な方法はない。また，どのような方法を採用したとしても，基準と

なる投入係数ほどの信頼性はない。特に予測年次が基準年から離れれば離れるほどその信

頼性は急速に低下する。このモデルの解が現実的となり得るかどうかは，

かかっていると言っても過言ではない。

本稿では 3. において西暦 2000年(平成 12年〉の予測を一応行なっている。しかし西暦

2000年の技術係数(投入係数)および輸入係数の予測はとても筆者の 1人の力量では不可

まさにこの点に
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能である。そこで 3 の計測例では，敢えて 2000年の投入係数の予測は行なわず，投入係

数，輸入係数ともに昭和 60年産業連関表の数値をそのまま使用した。したがって，一部に

「ヒズミ」が出ている。本来非負であるべき最終需要項目の一部に負となっている部分が

あることをお断りしておきたし、。

農業総合研究88 

モデルの計測事例

本節では， 2.で示したモデルの具体的な計測を行なう。使用する農産物の需給フレー

ムは，平成2年 1月に閣議決定された「農産物の需要と生産の長期見通し(平成 12年，

西暦 2000年見通し)J(以下「長期見通し」と略す〉およびその参考資料である。また，

産業連関モデルに使用する産業連関表は，昭和 60年産業連関表を農林漁業・食品産業を

3. 

中心に組み替えた 153罰門表である(心。

長期見通し品目と産業連関表との対応

対応する産業連関表の部門名およびコード名目o 
Uロ

米

麦

野菜

果実

牛肉，豚肉，鶏肉

牛乳乳製品

魚介類

で んぷん

砂 糖

油脂

てん葉，きとうきぴ

いも 類

豆類

茶

バ
タ

花

コ

木

卵

ゆ

穀

こ

材

花

の

品
。

鶏

ま

雑

き

木
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第 2表農業および食品関連産業の伸び率

(昭和60年~平成12年. 15年間の伸び率〉
〈単位:%) 

産 業 名 産 需要合計額

農 業 計 10.5 5.2 16.3 

耕 種 3.0 1.7 11. 8 

畜 産 29.2 28.9 31. 0 

養 蚕 22.9 22.9 22.9 

農業サーピス 12.3 14.8 12.3 

持、 業 1.2 1.2 17.9 

食 ロロロ 工 業 59.5 80.9 62.7 

j食品工業 A口 2.5 35.6 22.3 

11 B21 20.6 16.8 12.0 

79.6 82.3 80.6 

11 D41 87.5 87.8 87.6 

飲 食 庖 86.7 86.7 86.7 

肥料・農薬・飼料引 24.7 19.8 24.4 

全 産 業| 78.2 79.5 78.2 

注. 1) 食品工業A…と畜，精穀，冷凍魚介類.

2) 食品工業B…動物油脂，魚油・魚かす，製粉，砂糖，でんぷん，ぶどう糖・

水あめ・異性化糖，植物油脂.

3) 食品工業C…A， B， D以外の加工食品.

4) 食品工業D…酒類，たばこ，塩.
5) 肥料・農薬・飼料には，有機質肥料を含む.

1) まず，長期見通しと産業連関表の行部門との対応を第l表に示す。第 1表にみられ

る通り，長期見通しの対象品目と産業連関表の部門とは必ずしも 1対 1に対応していない。

また，長期見通しでは対象としていない品目もいくつかあるが， これらについては将来の

需給フレームを筆者が適当に作ったものである。あくまで、モデルを動作させるための暫定

的な推計値に過ぎない。なお，個別農産物の将来の需給フレームについては，資料 C1J
を参照のこと。ただし，肉類については「と畜」部門の園内生産額積算単価を用いて，牛

肉，豚肉，鶏肉の生産量および需要量の伸びを加重平均し， rと畜」部門の生産額，需要額

の伸びを作成した。なお，前提となるマクロ経済フレームの伸び率は，年率4%と想定し

た。

2) 計測結果を詳細に記述，分析することは，本稿の目的ではない。また再三述べてい

る通りこの計測結果は，あくまで試算的性格のものである。したがって， ここでは極く筒
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単に結果について解説するにとどめたL、。なお，食品産業の将来展望を産業連関モデルを

使用して予測したものとして，最近のものでは例えば芝崎 (2)がある。興味のある方は，

見比べて頂きたL、。なお，芝崎 (2)に示されている結果は，昭和 55年表をベースとし

て西暦 2000年の産業連関を作成し，予測したもののようである。

計測結果は，第2表に農業および食料関連産業の15年間(昭和 60年~平成 12年〉まで

の生産額，付加価値額，需要合計額の伸び率で示されている。

農・漁業部門および食品工業Aは，ほとんど「外生産業J部門であるので，長期見通し

の需給フレームから生産額，需要合計額は決ってくる。付加価値額についても付加価値率

(1-2J，au)を昭和 60年表と同じとしているので，生産額の伸びと同様の動きとなる。し

かし計算は産業連関表の分類によって行なっているので，計算で使用した基本分類を統合

した場合には生産額の伸びとは若干異なってくる場合がある。農業部門合計では，付加価

値率の低い畜産部門の生産の伸びが大きいため，生産額の伸びに比べて付加価値額の仲ぴ

十土IJ、さL、。

食品工業Aの付加価値の伸びが生産額のそれに比べて異常に大きいのは， ここに含まれ

る「精穀」部門の影響による。マイナスの付加価値を持つ「精穀」部門の生産額および付

加価値額が 13.4%減少することにより，食品工業Aの伸びが大きくなるのである。

食品工業B以下の部門は，モデル内で決まる内生部門 (2.で定義した「その他産業」部

門〉である。いずれも「外生産業」部門に比べ伸びが大きい。そのなかで，素材型加工食

品(食品工業B)の伸びが比較的小さく，完成品および外食産業(飲食庖〉の伸びが大き

いのが特徴的である。この結果からは，食料消費における「外部依存」傾向が今後とも強

まって行くであろうことが読み取れる。

第 3表主要品目の需要比率の比較(需要合計=100)
〈単位:%) 

昭 和 60 年 平成 12 年

中間需要|最終需要「員間消費 中間需要 l最終需要「員間消費

精 米 21. 7 78.3 77.5 42.5 57.5 56.9 

野 菜 35.0 65.0 64.4 58.5 41. 5 41. 1 

果 実 29.6 70.4 63.3 47.9 52. 1 46.3 

肉 類 44.5 55.5 54.3 49.3 50.7 49.5 

鶏 g~ 51. 2 58.8 48.4 75.6 24.4 24.3 

牛乳 乳製品 35.1 64.9 61. 0 41. 4 58.6 55.1 

冷凍魚介類 36.8 63.2 60.1 53.2 46.8 44.5 
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また，農業への資材供給産業〈肥料・農薬・飼料〕の伸びは，比較的大きいが， これは

この部門の中で生産額の大きい「飼料」の伸びが， r畜産」部門の伸びにつれて大きくな

るためである。

次に農産物別の需要内訳を昭和 60年と平成 12年で比較してみよう〈第3表〉。ただし，

第 3表に示された結果は，金額ベースによる需要構成比であって，必hずしも物量ベースに

よるものではないということに注意する必要がある。物量ベースであれば，第 3表の結果

に比べ中間需要によりウエイトのかかったものになるであろう。

いずれも，中間需要〈食品工業，外食産業等の原材料需要〉のウエイトがかなり高まる

一方で，民間消費(家計消費等〕のウエイトが低下する結果となっている。このことは，

第2表に示された結果と符号している。

結びと要約

本稿では，予測された農産物需給フレームを所与として， これに基づいて関連産業の生

産消費を予測する「結合された産業連関モデル」の方法を提示した。このそテ引ルは，農産

物需要を産業連関表をキーとして需要先別に配分し，一方各産業が生産に関する原材料等

についても産業連関モデルを用いてノミランスさせるという性格のものである。したがって，

使用する産業連関表の適否によって結果が大きく左右される。本稿ではモデルの提示とと

もにこのモデルによる具体的な計測事例として， r農産物の需要と生産の長期見通し(平

成 12年見通し)Jを受けての食品産業等の関連産業の平成 12年見通しを，一応試算して

みた。ただし，試算に当たっては，投入係数等の技術係数を昭和 60年表の数値そのまま

としたため，結果はあくまで試算にとどまっている。しかしながら， これまでの食料消費

の動向等からみて大筋ではそれほど奇異な結果は出ていないのではなし、かと考えている。

もちろんこの試算結果にこだわるつもりはないが， この結果をたたき台とすれば農産物だ

けでなく食料供給産業全体としての将来推計もより現実的な形で行なうことが出来るので

はなL、かと考えている。

注(1) 用途別に消費量を予測するということは，単に予測に現実性を与えるという点だ

けで重要なのではない。一般的に農産物は用途別に品質が異なる場合が多く，また

これを反映して販売単価が異なる場合が普通である。現在の我が国の食生活の水準

は，量的には飽和状態にあると言われており，今後の農産物の需要問題を議論する

については「品質」の問題を避けて通ることは出来なL、。単に需要量を予測しただ

けでは，充分とは言えないであろう。

(2) 産業連関表の行番号， IlPち商品番号 iと農産物番号 kとは必ずしも 1対 1に対応
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しないことに注意する必要がある。 3.で示す計測例では，農産物「米」に対し，産

業連関表の「米」部門と「精穀」部門を対応させている。

13} ここでは，輸出はないものとする。もし輸出がある場合には，需要合計額と同様

にして輸出額 E，(Tl を求め，D，(Tl から差し51いた上で，輸入額を求めればよい。

14} この産業連関表は，吉田 (3Jで使用したものと同一である。部門名等詳しいこ

とは，吉田 (3Jを参照されたい。
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農産物需給と結合された産業連関モデル

吉 田 泰 治

個別農産物の将来の需給をマクロ経済フレ ーム（個人 消費の伸び率等）を前提に予測す

ることは， 行政部局をはじめとして各方面でしばしば行なわれている。 こうした方法で行

なわれる需給予測は， 個別農産物の将来の生産量， 輸入量， 総消費量および1人当たり消

費量などを生鮮品換算重量ペ ー スで予測したものがほとんどである。 しかしながら， 食料

品を消費者が直接購入し家庭で調理する割合は， それほ ど 大き く な く， またその割合は

「食の外部化」の進行を反映して最近急速に低下してきている。 こうした状況のもとでは，

ただ単に生鮮換算の消費星を予測しただけでは， 農産物の需要見通しとしては具体性を欠

くことになる。

そこで本稿では， 農産物の将来の需給フレ ームを所与として， これと連動した食品産業

等関連産業の将来の姿までを予測する産業連関モデルを提示する。 具体的には， 与えられ

た農産物需給フレ ームを産業連関表の行（商品）部門に対応させ， これらの部門の生産額，

需要合計額を農産物需給フレ ームから求めて外生化する。 残りの部門を内生部門とする産

業連関モデルとして解くことにより全産業の生産額， 需要合計額を求める。 これにより農

産物を巡る関連産業も含めた食料の需要・供給システムの予測値を求めることが出来る。

本稿ではモデルの提示とともにこのモデルによる具体的な計測事例として， 平成2年1

月に閣議決定された「農産物の需要と生産の長期見通し（平成 12 年見通し）」を受けての

食品産業等の関連産業の乎成 12 年見通しを， 一応試算してみた。 ただし， 試 算 に当たっ

ては， 産業関連モデルで使用する投入係数等の技術係数を昭和 60 年表の数 値 そ の ままと

したため，結果はあくまで試算の域を出ていない。 しかしこの試算結果について， 農産物

別の需要を基準年と予測年で比較すると， いずれも中間需要（食品工業， 外食産業等の原

材料需要）のウエイトがかなり高まる一方で， 民間消費（家計消費等）のウニイトが低下

する結果となっている。 このことは， これまでの食料消費の動向等からみて大筋ではそれ

ほど奇異な結果ではないと考えられる。 もちろんこの試算結果にこだわるつもりはないが，

この結果をたたき台とすれば農産物需給だけではなく食料供給産業全体としての将来推計

もより現実的な形で行なうことが出来るのではないかと考えている。
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